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①アンケート調査の概要00 ①アンケート調査の概要00

調査対象 ：(社)日本農業法人協会会員

実施方法 ：郵送留め置き法

実施時期 ：２００８年６月～１２月 （2004年調査）

調査票配布数 ：１，７４３ (1,663)

有効回答数 ： ８７６ (  620)

有効回答率 ：５０．３％ (37.3％)

※ ２００４年調査のデータも用いて算出した「成長率」等の平均値については、上限と下限から合わせて ５％ の
データを除外し、残りのデータから平均値を求めています。
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②回答法人プロフィール00

● 平均売上高 ２億７ ０５４万円（０４年 ２億３ ２８１万円）

～売上高規模別の構成
00

２００８年調査 ２００４年調査 ２０００年調査

● 平均売上高 ２億７，０５４万円（０４年：２億３，２８１万円）
● 平均売上高が前回より増加

年間売上高 ２００８年調査
N=785

２００４年調査
N=606

２０００年調査
N=353

～1,000万円 N= 024 3.1% N= 017 2.8% N= 025 7.0%

1 000 3 000万円 N 078 9 9% N 058 9 6% N 028 7 9%1,000～3,000万円 N= 078 9.9% N= 058 9.6% N= 028 7.9%

3,000～5,000万円 N= 102 13.0% N= 085 14.0% N= 047 13.3%

5,000～7,000万円 N= 078 9.9% N= 068 11.2% N= 050 14.2%

7,000万円～1億円 N= 083 10.6% N= 076 12.5% N= 037 10.5%

1億円～3億円 N= 249 31.7% N= 176 29.0% N= 098 27.8%

3 5億円 N 070 8 9% N 058 9 6% N 032 9 1%3～5億円 N= 070 8.9% N= 058 9.6% N= 032 9.1%

5～10億円 N= 053 6.8% N= 041 6.8% N= 024 6.8%

10億円以上 N= 048 6.1% N= 027 4.5% N= 012 3.4%
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②回答法人プロフィール00

棒グラフ（左軸）：回答法人の設立年度（N＝864）

～設立年度
00

2001

60

70

棒グラフ（左軸）：回答法人の設立年度（N 864）
線グラフ（右軸）：農業生産法人数の推移（農水省調べ）Data

1995 8000

10,519

農地法改正
（農業生産法人制度の要件緩和）

40

50

60

1988
牛肉 オレンジの輸入自由化

食管法廃止・新食糧法の施行
（稲作経営でも市場原理が進行）

5000

6000

7000

8000

5,889

7,383

10

20

30 牛肉・オレンジの輸入自由化
（以降、農業の国際化が本格化）

1000

2000

3000

4000

2,740
3,179

3,816
4,150

0

1993
農地法改正 1999

05  06  07  08

1992
農林水産省、農業経営の

法人化を推進

農地法改正
（農業生産法人制度の要件緩和）

1996
全国農業法人協会 2004

米改革 基本計画

1999
社団法人

日本農業法人協会設立
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法人化を推進
（いわゆる「新政策」＝新しい食料・農

業・農村政策の基本方向）

（社団法人日本農業法人協会の前身）

設立
米改革・基本計画の

見直し



②回答法人プロフィール00

● 回答企業の２／３が特例有限会社 株式会社の割合が高ま ている

～会社形態は？・経営者は何代目？
00

● 回答企業の２／３が特例有限会社。株式会社の割合が高まっている。

● 約３割の法人で世代交代がみられる。・・・後継者育成、事業承継などは今後の課題。

その他 1 4%その他 1.4%

株式会社
無回答

9.2%

４代目以上
4.8%

３代目13.6%

農事組合
会社形態

３代目
4.7%

経営者は
何代目

有限会社
67 0%

法人

 18.0%

会社形態
N＝876

初代
61.1%

２代目
20.2%

何代目
N＝876

67.0%
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②回答法人プロフィール00
～経営者年齢・後継者の有無

00

● 経営者の約7割が５０ ６０代● 経営者の約7割が５０～６０代。

● ２／３の法人で後継者あり。うち7割は親族、2割は従業員を予定。

後継者の有無 N＝829

30代
4 7％

～20代
0.9％

70代

80代～
0.5％ 後継予定者

40代
18.3％

4.7％

60代
24.2％

6.5％

ありなし

親族
73.1％

経営者年齢
N＝800

あり
66.0％

なし
34.0％

従業員

50代
44 9％

従業員
19.4％

外部 無回答
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44.9％ 外部
3.3％

無回答
4.2％



農業法人にも動脈硬化の影11 農業法人にも動脈硬化の影11

● 企業年齢が高まると成長率は鈍化の傾向● 企業年齢が高まると成長率は鈍化の傾向
● 社長の代が変わると再び成長率が上昇

企業年齢と成長率（過去４年）の関係 N = 404Data

200

企業年齢と成長率（過去４年）の関係 N = 404Data

111%
102%

111%
153%100

102%

企業年齢：15～19歳 企業年齢：20年以上企業年齢：10～14歳企業年齢：5～9歳0

１．４

２億５，６２１万円

N＝74

２．１１．５１．２
社長の代
平均

３億５，５５５万円１億５，０１９万円９，７０４万円
売上高

平均

N＝129N＝124N ＝77
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１．４ ２．１１．５１．２
平均



４年間で１ １５倍に成長した農業法人４年間で１ １５倍に成長した農業法人22

● 過去４年間の平均成長率 １１５％（０４年 １５６％）

４年間で１.１５倍に成長した農業法人４年間で１.１５倍に成長した農業法人22

● 過去４年間の平均成長率 １１５％（０４年：１５６％）
● 平均売上高は２００４年と比べて増加したものの、平均成長率は逆に低下。
● ２００８年は、２００４年と比べて３億円以上の法人の成長率が高く、逆に

３億円未満の法人では全体的に低い。

売上規模
２００８年調査 ２００４年調査

サンプル数 平均売上高 成長率（％） サンプル数 平均売上高 成長率（％）

３億円未満の法人では全体的に低い。

～3,000万円 ３４ １，７６４万円 128.6 ６４ １，６８０万円 295.8

3,000～5,000万円 ４９ ３，７９５万円 101.9 ７６ ３，６４７万円 156.9

5,000万円～1億円 ８４ ７，１５８万円 113.3 １３８ ６，１２８万円 137.8

1億円～3億円 １３６ １億６，５４２万円 113.6 １７２ １億５，８０５万円 127.1

3億円～5億円 ３８ ３億７，１００万円 116.8 ５７ ２億９，６７７万円 115.0

5億円以上 ６５ １１億９，５１１万円 139.0 ６６ ９億１，２６２万円 111.4

全体 ４０６ ※２億５，２０３万円 115.3 ５７３ ２億３，２８０万円 155.9

※ ２００４年調査と比較ができるサンプルを用いているため、Ｐ４の平均売上高と異なります。
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生産・販売・観光・加工まで多角化を進めた生産・販売・観光・加工まで多角化を進めた33
経営が最も売上高が高い経営が最も売上高が高い

多角化段階別の「売上高」（左軸）と「成長率（04年 08年）」（右軸）Data

33

6.0
億円 ％

126.8%

多角化段階別の「売上高」（左軸）と「成長率（04年→08年）」（右軸）Data

4.0
売
上

成
長

4億5,939万円

115 3%

120.0%

115 1%

2.0

上
規
模

長
率

2億5,203万円

2億9,166万円

2億2,735万円

2億2,637万円

2億5,696万円
115.3%

114.2%

110.9%

115.1%

0.0 100

全体平均

N=406 N=115 N=133 N=108 N=27 N=23

生産 生産 生産 生産 生産

販売 販売

観光

販売

加工

販売

加工

観光
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※ ２００４年調査との比較ができるサンプルを用いているため、Ｐ４の平均売上高と異なります。



経営の多角化が進んだ農業法人ほど、経営の多角化が進んだ農業法人ほど、
44

さらなる多角化を目指す！さらなる多角化を目指す！
44

多角化段階別の経営多角化方針の割合 （N=877）

観光

1.2%

Data

多品種
生産

加工・
販売

その他 （就農支援、他業種・地域等との連携、未定・検討中など）

多角化意向なし

9.4% 9.4% 5.4% 74.6%
生
産

N=244

1.6%

11 4%

8.4%

17 1%

18.6%

8 6%

9.7%

60 0%

61.7%

販生

販
売

生
産

観
N=35

N=311

2.9%

9.1%

11.4%

24.3%

17.1%

13.1%

8.6%

50.0%

60.0%

販
売

生
産

売産

加
工

光

N=230

N 35

3.5%

10.5% 15.8% 21.0% 43.9% N=57
販
売

加
工

観
光

生
産

8.8%
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多様化する販路（１）多様化する販路（１）55

● 販路が多様化している。

多様化する販路（１）多様化する販路（１）55

品目別・販売先の割合 (各社売上の販売先ごとのウエイトを品目別に集計し、割合化したもの。) N=823

ＪＡ系統

● 果樹、花き、工芸作物（茶ほか）などの嗜好品は生活者直販の割合が比較的高い。

市場 問屋・卸業 飲食・小売・製造業 生活者直販

Data

野菜

米麦・豆類 38% 6% 16% 19% 21% N=414

23% 14% 25% 24% 14% N=284

果樹 13% 16% 22% 41%8% N=98

きのこ

花き N=89

44% 12% 21% 9%14% N=43

15% 29% 25% 22%9%

工芸作物

きのこ 44% 12% 21% 9%14%

24% 9% 24% 28%15% N=33

N=43
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多様化する販路（２）多様化する販路（２）55

● 酪農は７割以上がＪＡ出荷

多様化する販路（２）多様化する販路（２）55

品目別・販売先の割合 (各社売上の販売先ごとのウエイトを品目別に集計し、割合化したもの。) N=823

● 酪農は７割以上がＪＡ出荷。

Data
ＪＡ系統 市場 問屋・卸業 飲食・小売・製造業 生活者直販

酪農

養豚

75% 4% 3% 7%11%

19% 18% 37% 6%20% N=81

N=54

肉用牛 45% 29% 16% 4%6% N=77

ブロイラ

採卵鶏

N 17

38% 6% 23% 9%24% N=101

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ブロイラー 13% 7% 27% 13%40% N=17
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７０％の法人が直販を実施７０％の法人が直販を実施66 ７０％の法人が直販を実施７０％の法人が直販を実施

● ６９％が直販を実施

66

● ６９％が直販を実施
● 生活者直販も５５％が実施

直販実施状況（全体）D t

直販実施 ６９％

直販実施状況（全体） N=712Data

生活者直販 ５５％

直販実施

生活者 業者 直販して

業者直販 ４６％

生活者
のみ 生活者＆業者

業者
のみ

直販して
いない

23.2% 31.3% 14.9% 30.6%

N=165 N=223 N=106 N=218
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

※業者＝小売業・飲食業・製造業等



業者との取引が売上伸長に貢献業者との取引が売上伸長に貢献77 業者との取引が売上伸長に貢献業者との取引が売上伸長に貢献

● 取引ロットが大きい業者直販が売上の伸長に寄与

77

● 取引ロットが大きい業者直販が売上の伸長に寄与
● 業者の質・量ともに安定的な取引先としての期待が大きい
● 直販の顧客基盤が、農業法人にとって厳しい時代の経営の支え
● 生活者への直販は、小規模で手間が掛かるのでは？● 生活者への直販は、小規模で手間が掛かるのでは？

→「利益率」の視点からの分析が必要（今後の課題）

直販タイプ別・成長率（過去４年間）と平均売上 N=214Data

直販タイプｻﾝﾌﾟﾙ数 減少
（～100％）

100～150% 150～200% 200%以上 平均成長率
（04年調査）

生活者&業者N 97 32 51 11 03 114%

平均売上規模 ※

2億4 062万円生活者&業者N=97 32 社 51 社 11 社 03 社
114%
（171%）

生活者のみN= 81 31 社 41 社 05 社 04 社
109%
（135％）

2億4,062万円

1億3,687万円

業者のみN= 36 09 社 20 社 02 社 05 社
138%

（170%）
5億5,563万円

※ 左記直販タイプ別の成

社団法人 日本農業法人協会 P.15

※ 記直販タイ 別 成
長率の集計に用いたサン
プルの平均売上規模です。



売上規模が高いほど 経営効率が高まる売上規模が高いほど 経営効率が高まる88 売上規模が高いほど、経営効率が高まる売上規模が高いほど、経営効率が高まる88

● 農業法人の経営効率は やや上昇（04年：1 243万円/人→08年：1 250 万円/人）● 農業法人の経営効率は、やや上昇（04年：1,243万円/人→08年：1,250 万円/人）

● 売上規模が高いほど、経営効率が高い。

Data 売上規模別・人的生産性 2004年：N=490
2008年：N=786

4,000

万円／人

3 271

3,120

2,163

2,500

3,000

3,500

2004年度

2008年度

3,271

08年：1,250

912

1,484

04年 1 243
1,459

1,878

1 000

1,500

2,000

3 000万円未満 3 000 5 000万円 1 3 5億円以上全体

304

61104年：1,243

452

603
838

0

500

1,000
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3,000万円未満 3,000～
5,000万円未満

5,000万円～
1億円未満

1～
3億円未満

3～
5億円未満

5億円以上全体



業績を左右する経営管理方法業績を左右する経営管理方法99 業績を左右する経営管理方法業績を左右する経営管理方法99

● 税理士 もしくは 公認会計士 と顧問契約する割合が増加。
（04年：50％→08年：83％ ※全体調査による）

● 04年調査と比較できるサンプルでも顧問契約している法人は84％と高く、● 年調査 比較できるサン ルでも顧問契約して る法人は 高く、
成長率、売上額とも高い。

経営管理状況と成長率（過去４年間）と平均売上 N=406Data

税理士・公認会計士
との顧問契約

している

N=343

していない

N=63

していない
15.5％

との顧問契約 N=343 N=63

平均成長率 117% 107%

税理士
・公認会計士
との顧問契約

N=406
平均売上額 2億7,742万円 1億3,870万円

N 406

している
84.5％
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H１９～２０年の資材等高騰の影響（1）H１９～２０年の資材等高騰の影響（1）1010

●資材高騰の影響が「非常に大きい」もしくは「大きい」法人が約９割を占める

H１９～２０年の資材等高騰の影響（1）H１９～２０年の資材等高騰の影響（1）1010

●資材高騰の影響が「非常に大きい」もしくは「大きい」法人が約９割を占める。

●耕種農業では「非常に大きい」は５割だが、畜産農業では９割弱を占める。

⇒畜産業のコストに占める飼料の割合の高さが原因か？

H19～20年の資材等高騰の影響についてData
少ない 2 2％

全 体 N=760 非常に大きい 59.5％ 大きい 33.4％

変わらない 4.6％

少ない 2.2％

ない 0.3％

耕種農業 N=447 50.6％ 41.6％ 5.8％

1.8％

0.2％

1 6％

畜産農業 N=187
87.7％ 10.2％

1.6％

0.5％
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H１９～２０年の資材等高騰の影響（2）H１９～２０年の資材等高騰の影響（2）1010

● コスト増加分を全て価格転嫁できたのは１２ ９％

H１９～２０年の資材等高騰の影響（2）H１９～２０年の資材等高騰の影響（2）1010

● コスト増加分を全て価格転嫁できたのは１２．９％。

● 「増加分に満たないが販売価格に転嫁」「販売価格に転嫁できない」合わせて７１．１％。

● 価格転嫁できない理由は「取引先に価格決定権があるため」「同業者との横並びを

基準としているため など独自に価格決定できないから基準としているため」など独自に価格決定できないから。

上： 資材等高騰に伴うコスト増加に対する対応について N=876

下： コスト増加分を価格転嫁できない理由について N=638

Data
販売価格に下： コスト増加分を価格転嫁できない理由について N=638

増加分全額
を価格転嫁

増加分に満た
ないが転嫁

販売価格に
転嫁できない

転嫁 不要
1.7％

無回答
14 3％

12.9％ 21.0％ 50.1％
14.3％

同業者との横
並びを基準と

自助努力（製
造 生産 ト

取引先に価格
経営戦略
的に値上

きりの良い金額
とするため 1.3％

無
回

その他
並びを基準と
しているため
17.4％

造・生産コスト
削減等）でカ
バー14.7％

取引先に価格
決定権がある
ため 43.7％

的に値上
げがそぐ
わない
10.8％

回
答
4.4％

その他
7.7％

社団法人 日本農業法人協会 P.19

0% 20% 40% 60% 80% 100%



食農活動・消費者交流の取り組み状況（1）食農活動・消費者交流の取り組み状況（1）1111

● 「実施している」37 2％ 「検討中」11 8％ を合わせると５割弱を占めていること

食農活動・消費者交流の取り組み状況（1）食農活動・消費者交流の取り組み状況（1）1111

● 「実施している」37.2％、「検討中」11.8％ を合わせると５割弱を占めていること

から、食農活動・消費者交流に対する関心の高さが窺える。

未回答
9.2％

実 施 し て

食農活動・
消費者交流の

取り組みについて

実 施 し て
いる

37.2％予定
はない
41 8％ 取り組みについて

N=876
41.8％

検討中
11.8％
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食農活動・消費者交流の取り組み状況（2）食農活動・消費者交流の取り組み状況（2）1111 食農活動・消費者交流の取り組み状況（2）食農活動・消費者交流の取り組み状況（2）1111

● 消費者向け及び子供向けの農業体験を合わせると４３％を占める。

● 交流会出席、イベントの開催などの取り組みを行っている法人が１６％。

食農活動・消費者交流の取り組みの内容について N=326Data

消費者農場見学
農業体験受入

20.2％

子供への教育的
農作業体験等

22.7％

消 費 者 と
の交流会
出席等

消 費 者
向イベン
ト 開 催
等

直売

6.4％

その他

6.8％

無回答

27.3％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9.5％
等

7.1％
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認証等への取り組み状況認証等への取り組み状況1212

● 「取得済 「検討中 を合わ ると約 割を占め る

認証等への取り組み状況認証等への取り組み状況1212

● 「取得済み」13.6％、「検討中」27.7％ を合わせると約４割を占めている。

● 取得した認証では「有機ＪＡＳ」が多い。一方、取得を検討しているのは「ＪＧＡＰ」が多い。

認証等への取り組みについて N=876Data

取得済

取得済（のべ数） 検討中（のべ
数）

GLOBAL ＧＡＰ ２社 ２０社

取得済
13.6％

無回答
23.8％

検討中
27.7％

ＪＧＡＰ １８社 １０３社

ＩＳＯ １４社 ３３社

ＨＡCCＰ ９社 ５０社

有機ＪＡＳ ５１社 ７１社

認証への取組
N＝876

有機ＪＡＳ ５１社 ７１社

生産情報公表ＪＡＳ １２社 ４８社

エコアクション21 ２社 ７社

その他 ２７社 ３７社

予定なし
34.9％
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1313 外国人研修生 実習生受け入れ状況外国人研修生 実習生受け入れ状況

● 既 「受け入れ る 会員は 「検討中

1313 外国人研修生・実習生受け入れ状況外国人研修生・実習生受け入れ状況

● 既に「受け入れている」会員は19.1％、「検討中」16.0％。

● 外国人研修生・実習生の８割弱が「中国人」。

外国人研修生・実習生の受け入れ状況について N=876Data 外国人研修生・実習生の受け入れ状況について N=876Data

無回答 3.4％

外国人研修生・実習生の国籍別人数Data

研修生 N=135 実習生 N=93

中国人 １０３人 ７６人

タイ人 ８人 ５人

受入れて
いる

19.1％

検討中
16.0％

タイ人 人 人

ベトナム人 ０人 １人

フィリピン人 ９人 ４人

インドネシア人 １１人 ７人

外国人研修生・
実習生受け入れ

N＝876

ブラジル人 ３人 ０人

ドイツ人 １人 ０人
予定なし
61.5％
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労務関係の加入状況について労務関係の加入状況について1414

● 社会保険の加入促進が必要である

労務関係の加入状況について労務関係の加入状況について1414

労務関係制度について、加入・設置割合 N＝876

● 社会保険の加入促進が必要である。

Data

74.0%

85.3%

26.0%

14.7%

雇用保険

労災保険 加入済 未加入

加入済 未加入

※

60.3%

63.6%

39.7%

36.4%

厚生年金保険

健康保険 加入済 未加入

加入済 未加入

※

36.5%

55.8%

63.5%

44.2%

退職金制度

就業規則 あり なし

あり なし

28.4% 71.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社会保険労務士
との契約

している していない
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※ 家族経営法人で社会保険に加入義務のない法人も含まれる。



1515 取引きのある金融機関について①取引きのある金融機関について①

● メインバンク（最も融資残高の多い機関）を公庫としている法人が４割で農協を上回る

1515 取引きのある金融機関について①取引きのある金融機関について①

● メインバンク（最も融資残高の多い機関）を公庫としている法人が４割で農協を上回る。

● 規模の大きい法人は、民間の金融機関（特に都市銀行）をメインバンクとしている。

メインバンク（最も融資残高の多い機関）について N=427Data メインバンク（最も融資残高の多い機関）について N=427Data

策

その他 2.8％

取引金融機関別D t

都市銀行
4.0％

金

平均売上額 平均

従業員数

日本政策
金融公庫

（農林水産
事業）

40 0％

取引金融機関別Data信用金庫
5.4％

従業員数

日本公庫(農林） 3億2,575万円 ２２人

農業協同組合 1億2,593万円 １３人

40.0％
メインバンクは？

N＝427
地方銀行
18.5％

地方銀行 4億8,491万円 ２５人

信用金庫 2億7,469万円 ２４人

都市銀行 6億5 900万円 ２８人

農業協同組合
29.3％
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都市銀行 6億5,900万円 ２８人



1515 取引きのある金融機関について②取引きのある金融機関について②

● 公庫をメインバンクとする法人は多いものの（171社 ※） 公庫単独取引は殆んど無い（15社）

1515 取引きのある金融機関について②取引きのある金融機関について②

● 公庫をメインバンクとする法人は多いものの（171社 ※） 、公庫単独取引は殆んど無い（15社）。

● 民間金融機関をメインバンクとする法人は少ないものの（119社 ※） 、取引きする法人数は多い（733社） 。

→設備投資に必要な資金を公庫から、運転資金を民間金融機関から調達しているからか？

※ P25参照※ 参照

取引のある金融機関について N=876Data

公庫のみ 15社

公庫・農協 公庫・民間

農協のみ 77社

公庫 農協
51社

公庫・農協・
民間 286社

公庫 民間
131社

農協のみ 77社
民間金融のみ
98社

農協・民間
218社
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取引きのある金融機関について③取引きのある金融機関について③1515

● 借入利率 償還期間を重視するのは 公庫をメインバンクとする法人が多い

取引きのある金融機関について③取引きのある金融機関について③1515

資金借入れの際に重視すること（メインバンク別 選択した法人数の割合） （複数回答）

● 借入利率 、償還期間を重視するのは、公庫をメインバンクとする法人が多い。
一方、 手続きの簡便さを重視するのは、農協をメインバンクとする法人が多い。
⇒借入れる資金の性格の差か？

Data

86.0

100

資 借入 際 視する （ ク別 選択 法 数 割合） （複数回答）

％

76.1

59.657.6
62.4

74.8

82.4

57 160

80
全体 公庫 農協 民間

N=876 N=171 N=125 N=119

48.7

29.0

40.4
36.8

26 9

46.1

57.1

47.1

40

60

29.0

8.6
14.0

24.0

9.6

26.9

11.8
20
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1616 農協への加入状況について農協への加入状況について

● 農協の組合員である割合は９割弱。

1616 農協への加入状況について農協への加入状況について

● 農協の組合員である割合は 割弱。

● 農協の組合員である法人のうち、８割弱の法人は農協と金融取引を実施。

● 農協の組合員である法人のうち、５割強の法人は農協との販売取引がない。

農協への加入状況について N=876Data

組 ①農協と 金融

法人・代表のいずれかが農協組合員で
ある法人について N=773

Data

組合員
でない
11.8％

①農協との金融取引について

メイン

バンク
メインバンクではないが
取引はある ６０.９％

取引なし

２１ ５％

組合員
である
60.7％

代表
のみが
組合員
である

農協への加入
N＝876 ②農協への販売取引について

１７.６％
取引はある .

２１.５％

27.5％ メインの

販売先で
ある

２７.３％

メインの
販売先
ではないが
取引はある
１６.７％

取引なし

５６.０％
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農業経営改善計画の認定状況農業経営改善計画の認定状況1717

● ８割強の法人が認定農業者となっている

農業経営改善計画の認定状況農業経営改善計画の認定状況1717

● ８割強の法人が認定農業者となっている。

● 認定農業者は、規模拡大意向が約６割弱、多角化意向４割強。

農業経営改善計画の認定状況について N=876Data 農業経営改善計画の認定状況について N=876Data

定農業者

非認定農業者の経営方針について

規模拡大意向 有 39 1％ 認定農業者
でない
16.9％

規模拡大意向 有 39.1％

多角化意向 有 27.0％

農業経営改善計画
の認定状況

N＝876 規模拡大意向 有 57.8％

認定農業者の経営方針について

認定農業者
である
83.1％

多角化意向 有 41.7％
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食料・農業・農村に関心をもつ 企業 や 専門家 の方を対象とした

アグリサポート倶楽部とは

● わが国の食料 農業 農村に関心をもつ企業や専門家等が

アグリサポート倶楽部会員を募集しています。

アグリ･サポート倶楽部の仕組み

ご掲載いただいた情報はＡＳＣのペ ジを通じて 農業● わが国の食料・農業・農村に関心をもつ企業や専門家等が、
その事業や活動等を通じ農業法人等をサポートしうる情報や
サービスを当協会会員等に提供するとともに、当協会からも
これら企業等に対し農業法人等に関する情報等を提供する仕
組みです。

● 企業 専門家等と当協会会員等が交流 相互理解の促進を

ご掲載いただいた情報はＡＳＣのページを通じて、農業
法人各社に提供されます。またＡＳＣ会員は本協会が発
行するＦＡＸ通信、セミナー案内などをはじめ、農業法
人に関する様々な情報を入手できます。

● 企業・専門家等と当協会会員等が交流・相互理解の促進を
図る仕組みです。

● 当協会は、こうした情報サービスの提供や交流等の場を提
供します。

具体的な活動

((社社))日本農業法人協会日本農業法人協会

具体的な活動

● 当協会ＨＰ内に開設するアグリサポート倶楽部（ＡＳＣ）
の専門ページにおいて、ＡＳＣ会員から当協会会員に対し情
報サービスを提供します。

● ＡＳＣ会員から当協会会員に対し個別のサービスを提供。
この場合 個別情報サ ビスの取扱いは約定等をも て定め

会員専用HP農業法人等の
情報

この場合、個別情報サービスの取扱いは約定等をもって定め
る。

● 当協会からＡＳＣ会員に対し農業法人等に関する情報サー
ビスを提供。

● ＡＳＣ会員と当協会会員等が交流・相互理解を促進

交流・
相互理解

ASCASC会員会員 農業法人農業法人
会員会員

会員の加入状況

● 個人会員２名、企業等会員４７社、計４９会員

（Ｈ21年3月10日現在）

会費

個別商品・
サービス提供

会費

● 入会金なし

● 年会費 企業等：５０，０００円 個人：５，０００円 ※入会に際しては、面接等による審査がございます。
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